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人の越境移動の自由化
──TPP考察のためのノート──

椛島　洋美

1　アジアの経済統合としての人の移動

　人の国際移動が活発になってきているが、その性格は近年変化している。技術革

新、経済構造の高度化、冷戦の終焉とそれに伴うグローバル化、経済自由化レジー

ムの進展などが人の国際移動を押し進めているとされ（高原　2008：14）、アジアでも、

労働移民としてよりは、国境を頻繁に往来する「国際移動者」の存在が顕著になって

きているという（西川、平野　2007：18-19）。しかし、アジアにおける総人口に対する

外国人の割合は、平均して1.5％と世界平均3.1％の約半分にすぎない1）。海外渡航の

自由化が進められ、移動手段がいかに発展しているとは言っても、人が繰り返し国境

を越える活動に対する国内規制の存在にその理由の１つがあるのではないか 2）。サー

研究ノート

　　　　　　　　　　　　　　

1）‌�2009年の国連統計。なお、ここでいうアジアは、国連の統計上の分類に従い、トルコやキプロス
など西アジア、中東の部分を含んでいる。http://www.un.org/en/development/desa/population/‌
publications/pdf/migration/migration-wallchart2009.pdf　（2015 年 1 月 15 日アクセス）

2）‌�岡部みどりは、欧州の分析に基づき受け入れ国側の政策が現前の移民現象を作り出し、方
向づけていると説明する（岡部　2004年：324）が、一般的には、送り出し国が移民を押
し出す「プッシュ要因」と受け入れ国が移民を引き寄せる「プル要因」の両面から説明で
きよう。 プッシュ要因の典型例として貧困や経済格差、プル要因の典型例として受け入れ
国の労働力需要や文化、社会への親しみ深さが挙げられる（中満　2008：175-176）。
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ビス貿易に関する規制はその典型であろう。

　WTO協定の付属書1Bとして誕生した、「サービス貿易に関する一般協定」

（以下、GATS）は、基本構想としてサービス貿易での最大の貿易障害である

各国の政府規制を軽減することにより、国際的な風通しを良くすることをめざ

している（田村　2001：180）。GATSでは 155業種のサービスを4つの貿易モー

ドに分類する。第1モードは越境取引、第2モードは国外消費、第3モードは

商業拠点、第4モードは労働移動である。第1モードはある国から他の国の需

要者へのサービスの提供なので特に人の越境は問題にならないが、第2モード

から第4モードまでは自由化を進めれば進めるほど、人の越境活動を容易にす

る。特に第2モードはサービス消費者の越境、第4モードについては、サービ

ス提供者の越境が焦点となる。そのため、GATSに関わる合意を通して国際

移動者の数が多くなっても不思議ではない。しかし実際には、アジアにおいて

GATSでの自由化を約束している国が増えてきているにもかかわらず、既述の

とおり越境者の割合は他地域に比べ水をあけられている。日本について言えば、

サービス提供者の越境を想定するGATS第 4モードでの約束の範囲は、企業

内転勤、自由職業サービス、短期滞在の3分野において約束している程度にす

ぎない。サービス貿易の範囲を超えた移民政策に踏み込んできたEUなどの方

針とは格段に異なっていることは明らかで、国際移動者の割合に違いを作って

いる一因と推察されよう （経済産業省　2014：637） 3）。一方、国際経済の現実

においては、人の国際移動の数的増加のみならず様々な形態が出てきており、

GATSで対応できない結果として自由貿易協定（以下、FTA）や経済連携協

定（以下、EPA）においてGATSの約束の範囲をいかに超えるかに焦点が移っ

てきている。アジア太平洋地域において現在交渉が進められているTPPにお

いても、人の越境活動は関心を集めるところであり、サービス貿易は交渉分野

　　　　　　　　　　　　　　

3）GATS 上、第 4 モードは、各国の入管措置を義務づけるものではない。
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の 1つになっている。はたしてTPPで交渉に上っているサービス貿易、さら

には人の移動とはどのような国際環境から生じてきているのか。またそれに関

わる国際レジームの有効性と限界はどのようなものなのか。本稿は、越境サー

ビスとそれをめぐる国際レジームの構造について概観するものである。

　サービスセクターにおいても自由化に積極的なアジア太平洋諸国を巻き込

んで自由化のデファクト・スタンダードを形成しようとする勢いは顕著で、

TPP の枠組みを通して競争のための協力が繰り広げられてきている（椛島　

2013a）。本稿では、次節でサービスと人の国際移動について確認した上で、

TPP の概要を述べ、GATS、ASEAN など既存の枠組み、および TPP という

国際レジームでの人の移動の扱いについて議論する。

2　越境サービス

（1）経済のサービス化
　D. ベルが著書の中で脱工業社会の到来を指摘してから 40 年以上が経つ。脱

工業社会とは、「サービス社会」、「知識社会」、「情報社会」であるとし、「財貨

生産社会から情報社会もしくは知識社会への転換」を指摘した（Bell　1973：

127─128、487）。経済の進歩について、かつて C. クラークは経済活動を第 1 次

産業、第 2 次産業、第 3 次産業の 3 つに分類し、国民所得の上昇に伴って工業

部門が拡大された後、サービス部門への転換が起こると説明したが、ベルの指

摘はクラークの言う、第 3 次産業への雇用の移動によって引き起こされる社会

構造が焦点となっている。但し、第 3 次産業の概念に関しては、「ものづくり」

でないという雑多な括りであいまいさが残されていたため、ベルは脱工業社会

における経済の中で、自然に働きかける採取産業、人工物に対する製造業、人

間相互間に成立する情報産業に再分類し、知識や情報が中心的位置を占めてき

ていることを主張している。さらにベルの議論で際立っていることは、サービ

ス業はもちろん農業や製造業といった伝統的な産業においても知識や情報が重
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要性を帯び、時代は労働集約型から知識集約型に転換してきていることに言及

したという点である（ベル　1995：58─67）。

　第二次世界大戦後、欧米の先進国では、大量生産、大量消費を特徴とする

フォーディズムが席巻して製造業が顕著な発展をするとともに、それを前提と

した経済社会制度が形成された。アメリカを中心とする大量生産、大量消費の

波は製造業ばかりでなく、農業や教育産業などにも広がり、フォーディズムは

一種の社会的正統性さえ得てきているようにもみられた。しかし 1970 年代以

降、通貨危機や二度の石油危機を経て、フォーディズムの限界が顕わになる。

フォーディズムは、生産性が向上し経済が右肩上がりに成長している局面での

社会設計パラダイムとしては有効であった。フォーディズムは供給にいたる工

程の分化と製品の標準化、規格化を特徴とする。供給工程において非熟練の単

純労働者の存在を前提とし、非熟練労働者の生活様式を商品経済に包摂して耐

久消費財需要を拡大させ景気を上向きにする――大量生産とそれに対する消費

の調和によって資本蓄積を拡大させる構造がそこにはあった。先進諸国は労使

間制度を確立させ、ケインズ主義を実践し、米ドルを基軸通貨とする国際取引

を拡大させていった。それが、1970 年代の危機を経験すると一変した。事実

上の国際通貨となっていた米ドルの信用が失われ、先進諸国政府はケインズ主

義を放棄せざるをえないほどの財政能力となった。労働の現場においても、行

き過ぎた労働の断片化によって労働災害や欠陥製品が報告されたり、労働者の

精神的疲労や数多くの労働争議が指摘されたりするようになった。結果として

フォーディズムの行き詰まりの中で、企業は供給工程の分業という形を残しつ

つ、情報技術的で知識集約的な進化を目指し、より柔軟な生産システムを構築

することになる（須藤　1995：28─54）。

　人に働きかける産業としてサービス業、もしくは情報産業が定義されるとす

れば、かつて製造業に含められていた出版印刷業の現代の様態は、まさにサー

ビス業あるいは情報産業となるだろうし、製造業の中でも調査、企画、広告、

営業に従事する者は従来の枠組みを越えた区分として説明が必要になる。むし
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ろ、グローバル化に直面する中で、調査、企画、広告、営業、研究開発、法律、

会計、情報処理など、熟練と言うよりは専門人材の割合が拡大していると見て

よい。知識や情報とそれを扱う専門家の存在はサービス業や情報産業ばかりで

なく、製造業や農林水産業でも不可欠となってきている。その意味で、ベルの

指摘は的を射ているが、「脱工業」という言葉は工業生産そのものが収縮して

いる印象を与えかねない。フォーディズムの遺産として供給工程間分業も残っ

ており、工業生産の維持や拡大の局面も現存する。「経済の脱工業化」という

よりは「経済のサービス化」という言葉を使って議論したほうが適切であろう。

　経済のサービス化は、その後、新自由主義の広がりによってもう 1 つの方向

性を持つことになる。かつて保健、医療、福祉、公共交通などの分野は市場取

引が成立しにくいとされ、公的部門がサービス提供の多くを担ってきた。国立

病院や市営バスはその典型例である。しかし公的部門の採算性、効率性が指摘

されるようになり、かつて国や自治体の下で展開してきた事業を市場原理に

次々とのせていくようになった。結果として、サービス部門の市場化は進んだ。

②不要品回収 ①開発コンサルタント 

③家族による 

 高齢者ケア 
④感染症対策 

サービスの非市場化 

サービスの市場化 

労働集約型 知識集約型 

図1  経済のサービス化 

　ここまでの議論から、経済のサービス化には 2 つの要素が含まれることが明

らかだ。1 つめは各産業部門の供給工程が分化し、専門家もしくは知的労働サー

ビス提供労働者が介入する機会が増えていくこと、2 つめはサービスの市場化

が進展することである。提供されるサービスの質を横軸、サービスの市場化を
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縦軸に表した図 1 を見てみよう。労働集約型サービスであるとともにサービス

の市場化が進んでいない例として、かつての高齢者介護がある。高齢者の介護

は家族が行うものとされ、食事、入浴、身支度すべてが家族に任せられていた

（第 3 象限）。一方、労働集約型サービスでありつつ、サービスの市場化が進ん

でいる例として不要品の回収、処理や、かつての警備保障サービスが挙げられ

よう。これは第 2 象限に位置づけられる。また、サービス供給の専門化が進む

一方でサービスの市場化まで進んでいないものとして、感染症対策がある。原

因究明、薬品開発、臨床試験、診療、予防と、一連のサービスは分業化され専

門性を強く帯びてきているが、市場取引されない部分が多くあり、図の第 4 象

限に位置することになる。工程間分業は進み専門家の介入が見られると同時に

サービスの市場化も進展しているという第 1 象限の例は、今日多々見られるが、

たとえば開発コンサルタントや医療サービス提供者などを想定するとよい。経

済のサービス化が進む社会とは、単なる非「ものづくり」という意味での第 3

次産業の拡大ではなく、図 1 の右上に向かう傾向として把握できる。

（2）人の越境移動
　経済のサービス化の進展に伴い、サービス貿易も発展してきた。そもそもサー

ビスは、流動するフローとして存在し、貯蔵できない。そのためサービスの提

供と消費はほぼ時間差なく行われ、サービスの提供者と消費者は近接して存在

する必要がある。サービスの非在庫性、生産と消費の同時性、取引での近接的

関係の必要性のため、これまで距離的に離れているサービス消費者へのサービ

スの提供は難しく、 行われるとしてもコスト負担の問題が付きまとうのが常だっ

た。だから伝統的にサービス貿易と言えば、モノの貿易を補完する海運や保険

に代表される貿易関連サービスか、観光や商用に関わる旅行関連サービスが相

場であったとしても不思議ではない。しかし1980年代初頭の技術革新により、

遠隔地へのサービス提供に関するコスト負担の問題は劇的に解消されることに

なる。空路による大量輸送の時代を迎えるとともにコンピュータによる情報伝達
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技術が躍進したことは、遠隔地へのサービスの提供拡大へとつながり、これら

の伝統的なサービス貿易も進展することになった。しかも、サプライ・チェーン

の様々な局面におけるサービスの介入もあいまって、サービス提供する個人や

企業など、新たなサービス貿易の分野は広がった。モノと違って生産と消費を

切り離すことができないと考えられていたサービスが、次第に国境を容易に越え

るようになり、貿易可能な時代を迎えるにいたったのである（井口　1996：2）。

　モノの貿易においては、比較優位の源泉である生産要素賦存量の違いが国際

分業を促すとされ、自由貿易推進の論拠とされてきた。そのことはサービス貿易

においても無縁ではない。サービス貿易でも、そのサービス提供に関わる資本

が豊富で価格が低い場合、サービス提供に関わる資本は輸出されるし、サービ

ス提供を行う労働力という点から言えば、労働力が豊富で労働賃金が安価な場

合に労働力の移動が伴うサービス貿易が展開される（井口　1996：13）。さらに、

サービス業においては規制緩和の影響も少なくない。サービス業の規制緩和を

前提にすれば、先進国の国内市場においては、外国との賃金格差を利用し従来

からの国内サービスの提供者よりも安く当該国内向けのサービス提供を行うこと

ができる。単純化の危険性を憚らずに言えば、サービス部門においても国内規

制を緩和、撤廃すると、国際的な賃金格差によって国際移動が促進される可能

性は高まる 4）。

　上述のとおり GATS では GATT ウルグアイラウンドでの合意にしたがい、

サービ ス 貿易 が 越境取引（第 1 モード）、国外消費（第 2 モード）、商業拠点

（第 3 モード）、労働移動（第 4 モード）の 4 つの形態に分類されている。そし

て、それぞれについて内国民待遇と市場アクセスの 2 点についての規制が議論

になっている。加盟各国はそれぞれについて規制の有無を示し、現在規制がな

いものについては今後も規制をしない旨を記した約束表を提出することとして

　　　　　　　　　　　　　　

4）‌�但し、それは非熟練労働での話であり、高度人材の移動においては、対外直接投資の決
定と多国籍企業内の人的資源管理が関わってくるという（井口　1996：25）。
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いる。しかし現在でも、先進国か途上国かを問わず、サービスの各モードでの

規制はかなり残されている。モノの貿易に比べるとサービス貿易自由化の達成

度合いは全体として低い状況にあり、途上国のサービス自由化に関する意欲は

先進国をさらに下回る傾向にある（山澤　2009：8）。

　経済のサービス化が進展する中でサービス貿易自由化の促進も経済界から

要請されてきたが 5）、サービス貿易に関する先進国と途上国の感覚の差に違

いがあるのが現実だ。途上国は、労働集約型産業で必要とされる人材輸出に

積極的で、先進国に第 4 モードの開放を推進すべきだと主張する。しかし、

先進国はサービス貿易の自由化に積極的である一方、第 4 モードの労働移動

の自由化には消極的で、第 3 モードの商業拠点設置への関心が高い。非熟練

の越境労働者に対する社会保障や治安対策などが求められることになる第 4

モードの自由化への懸念は先進国に強く、関心は第 3 モードの自由化拡大に

もっぱら向けられている。海外事業拡大のために海外事業拠点の設置を促進

させる措置のほうが先進国の企業の求めに沿っているというわけである。結

果として第４モードの自由化が進展せず、途上国からは批判されている（美

野　2005：57-58）。実際のところ、WTO 加盟各国の第 4 モードに関する自

由化約束の数は、統計上約 4 割が企業内転勤によるものである。そして企業

内転勤には入らないが管理職や経営陣、あるいは専門職の国際移動を含める

と約 7 割に上り、第３モードの自由化に伴う越境が多くの割合を占める。他

方、単純労働者に関する自由化約束は全体から見ると僅かと言わざるを得な

い。これは、途上国が単純労働者の受け入れに門戸を開くよう主張しつつも、

途上国を含め世界の多くの国々は国際労働移動一般に消極的であることの現

れとも言えよう（植田 2008） 。

　　　　　　　　　　　　　　

5）‌�たとえば、経団連による WTO サービス貿易自由化交渉に関する提言。https://www.
keidanren.or.jp/japanese/policy/2002/036/index.html　（2014 年 12 月 18 日アクセス）
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（3）FTAにおけるサービスの自由化
　日本について言えば、国際的な自由化規範に則ってサービス貿易の自由化を

謳っているものの、他国と同様、国際移動者の受入れの問題から、企業内転勤、

自由職業サービス、短期滞在の 3 分野において分野横断的約束を行っているに

すぎない。ただし国際移動者の絡むサービス貿易に閉鎖的であるとはいっても、

GATS の約束の範囲内ではある。むしろ、現実の経済交流や実務の実態から、

GATS をはじめとする国際制度の限界を突き付けている状況にあり、第 4 モー

ドを含めた人の国際移動があらゆる場面で可能になるよう、経済界としては外

国人受け入れの制度化を主張しているところである 6）。

　国際的な労働移動など、トランスナショナルな人の移動の制度化を確実な

ものとするために、FTA のような地域経済協定をとおして人の国際自由移動

のレベルを上げることが今日、俎上に載せられている（経済産業省　2014：

637-638）。FTA など地域経済協定では GATS の約束を上回る自由化、いわゆ

る「WTO プラス」が目指され、専門性や技術の範囲を広げて人の移動を拡大

させる例が既に存在する 7）。アジア太平洋地域でも人の国際移動に関する項目

を地域協定に盛り込むべきとの声が上がってきており、2012 年 3 月に発効し

た米韓 FTA では、専門職業の相互承認の可能性が盛り込まれるなどしている。

　それでは、GATS でサービスの自由化が進展しない部分は FTA の創出に

よって克服されるのか。GATS は最恵国待遇と内国民待遇を原則とする。し

かし、その例外として GATS 第 5 条を採用することにより、ある FTA で約

束される特恵的待遇は、当該 FTA の締約国以外に適用する義務はないと設定

　　　　　　　　　　　　　　

6）‌�日本経済新聞 2014 年 10 月 25 日 ウ ェ ブ 版 http ://www.n ikke i . com/art ic le/
DGXLASDF24H19_U4A021C1PP8000/　（2015 年 1 月 8 日アクセス）

7）‌�スイスと EU の間で 1999 年に調印され、2002 年に発効した協定は、経済活動に従事しな
い人の移住の権利や専門職業資格の相互承認など、GATS の約束内容を遙かに超えて設
定されている。
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することも可能である。先進国の多くの FTA では最恵国待遇を採っているの

で、結果として世界の FTA の中には最恵国待遇を採用しているものと特恵待

遇のものとが混在することは必至である。また、サービス自由化の内容は国

ごとに多岐にわたり、事業者やサービス提供者にとっては非常に複雑で不安

定な状況に置かれることになる。サービス提供者の利益を損なわない状況を

作るために、WTO プラスとして二国間 FTA でのサービス貿易自由化交渉に

臨むだけでなく、統一のルール設定を前提とする、三カ国以上の FTA 等経済

連携協定の構築に積極的に取り組まざるを得ない。TPP などアジア太平洋地

域で試みられているマルチラテラルな地域経済協定では、そのようなサービ

ス貿易自由化の一元化が企図されている。

　マルチテラルな地域経済協定におけるサービス貿易自由化と人の移動を見る

にあたり、ここでひとまず TPP について確認しておくことにしよう。

3　TPP

（1）P3/P4
　TPP は 環太平洋三 カ 国経済緊密化協定（Pacific Three Closer Economic 

Partnership: Pacific3 の略として以下、P3）ないし環太平洋戦略経済パートナー

シップ（Trans-Pacific Strategic Economic PartnershipPacific4 の略として以下、

P4）から出発したと言われる。P3 は、チリ、ニュージーランド、シンガポー

ル、P4 という場合にはそれにブルネイが加わったもので、2005 年 6 月に韓国

チェジュで開かれた APEC 貿易相会合で P4 協定の合意が発表された。アジア

太平洋地域は、1989 年に APEC を誕生させ、1993 年には世界銀行の報告書『東

アジアの奇跡』で脚光を浴びたものの、APEC での自由化の合意は 1990 年代

後半には早くも早期自主的分野別自由化（EVSL）の失敗で暗雲が漂い、1997

年にはアジア金融危機が勃発した。また 1995 年には WTO が発足したものの、

早々に一筋縄ではいかない雰囲気が漂い、世界レベルでも広く経済自由化が展
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開されていくには困難な道が待ちかまえている様相を見せていた。そのような

折、1998 年 11 月の APEC クアラルンプール会議に出席していた S. バーシェ

フスキー米国通商代表部長官は、APEC 内で自由化に積極的なアメリカ、チリ、

オーストラリア、ニュージーランド、シンガポールの 5 カ国で APEC 内部に

グループ Pacific5（以下、P5）を作ろうと、ニュージーランドの L. スミス通商

大臣に打診した。しかし、その後、アメリカとオーストラリアが国内事情等で

参加を見送ったため、残ったチリ、ニュージーランド、シンガポールの三カ国

でそれぞれ二国間協定を 3 セット創り、P3 の誕生となったわけである。その

後、2004 年 8 月からブルネイがオブザーバー資格で参加し、2005 年 7 月から

ブルネイも正式交渉メンバーとなった。

（2）特徴
　P4 のメンバーはもともと新自由主義的国家からなり、経済自由化に積極的

である。しかしながら P4 各国の経済力自体は取り立てて大きくないし、経済

的相互依存の程度も高いとは言えない。そうであるにもかかわらず、わざわざ

経済連携の枠組みを立ち上げたのには 3 つの理由がある。

　1 つは、メンバー経済が相互補完関係によって強化される点である。ブルネ

イはエネルギー資源を主たる輸出分野とする一方、農産品や工業製品、各種サー

ビス商品に関しては輸入に頼っている。チリは、安価な労働力が豊富なため、

シンガポールやニュージーランドからの投資受け入れに向けて市場開放を画策

した。投資は単にカネをもたらすというよりは、技術の移転を伴うことからチ

リにとっての期待度は大きかった。ニュージーランドは主に乳製品、肉類、木

材によって外貨を稼ぐ一方、エネルギーの確保は大きな課題であった。シンガ

ポールは知識集約型産業やサービス産業を経済戦略の要としており、新たな市

場の拡大を企図していた。

　2 つめの理由として、市場の確保が挙げられる。メンバーそれぞれの市場規

模はそれほど大きくないものの、シンガポールやブルネイは ASEAN ひいて
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はアジアのゲートウェイとして、ニュージーランドはオセアニアならびに太

平洋島嶼部のゲートウェイとして、チリはラテンアメリカのゲートウェイと

して、それぞれの後背地の潜在的市場能力については期待にあまりある状況で

あった。というのも、アジア、オセアニア、ラテンアメリカそれぞれの域内で

の FTA が盛んになってきていたためである。

　3 つめの理由としては、経済自由化の先進モデルを国際的に示すためである。

P4 メンバーは既に自由化については世界的に見ても先進的であり、WTO や

ASEAN で経済自由化が鈍化する動きを見せる中、特にシンガポールは自由化

の勢いをどうやって取り戻すかについて戦略を練っていたとされる。まさに

シンガポールは紛争処理機能など新しい基準作りに向けてイニシアティブを採

ることにより、国際的に優位な地位に自らを置こうとしていたわけだが、他の

P4 メンバーも関税撤廃にとどまらないハイレベルの自由化に合意するのに躊

躇することはなかった。P4 メンバーはともに新自由主義的経済政策をとる中

で、経済自由化に自国のチャンスを見たのである。このように、WTO や締結

済み FTA のような既存のレジームでは十分な利得が得られないときに新たな

レジームを構築しようとする動きはレジーム・シフティングと言われる。まさ

に P4 諸国はレジーム・シフティングを行い、今後の自由化の基準として通用

するモデルを提示したのであった（椛島　2013b：14─16）。

（3）TPP
　1998 年にアメリカ、オーストラリア、ニュージーランド、シンガポール、

チリの新自由主義推進国による自由化のグループを作ろうとしたとき、アメ

リカはファスト・トラック権限失効中を理由にグループへの参加を見送ると

ともに、APEC にも形式どおりに参加するだけで、いったんはアジアと距離

を置いていた。しかし、2008 年 2 月にアメリカ通商代表部は、同年 3 月か

ら P4 メンバーと投資と金融サービスについて交渉を開始する意向を明らか

にし、8 月にはアメリカが P4 に参加するための議論を始めることを公表し
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た 8）。11 月にペルーの首都リマで行われた APEC 年次会議の日程中には、さ

らにオーストラリア、ペルー、ベトナムが交渉参加に興味を示し、この 8 カ

国により 2010 年 3 月に TPP 第 1 回交渉を実施することになった 9）。第 1 回

交渉では、交渉範囲に関する意見交換がされ、物品市場アクセスや原産地規

則など既存の自由貿易協定で一般的に扱われてきた分野ばかりでなく、近年

WTO 等でも注目されてきている分野についても、包括的でレベルの高い交

渉を行うとされた。

　TPP では 24 の作業部会が設けられている。そのうち、サービス分野として、

越境サービス、商用関係者の移動、金融サービス、電気通信サービスの 4 つが

それぞれ別の作業部会で議論されてきた。世界のサービス貿易のうち約 3 分の

1 は TPP 域内に由来し、TPP 交渉者たちもその点についての明確に認識して

いる。だからこそ、2014 年 11 月に公表した、『貿易担当大臣の首脳への報告

書』では、サービス、投資の市場アクセス、商用者の移動については物品市場

アクセスとは別に言及し、世界のサービス市場開放を牽引するような、高レベ

ル自由化基準の一括協定として持って行くためにさらなる交渉が残っているこ

とを示唆した 10）。国際移動者について言えば、越境サービス作業部会の中では、

他国の資格や免許を相互に認め合う相互承認に関して、TPP 協定発効後に議

　　　　　　　　　　　　　　

8）‌�http://www.sice.oas.org/TPD/TPP/TPP_e.ASP　（2015 年 1 月 17 日アクセス）2008 年 8
月、経済産業省の岡田秀一通商政策局長（当時）は在京アメリカ大使館の経済担当公使
に対し、日本も P4 に注目していることを示唆している。同年 10 月、W. カトラー USTR
代表補が来日した際には、農林水産省の国際担当総括審議官が P4 に消極的な立場を示し
たのに対し、外務省と経済産業省は参加に積極的な姿勢を見せたという（日本農業新聞
　2011 年 8 月 7 日）。

9）この後、日本、メキシコ、カナダ、マレーシアが参加し、現在 TPP は 12 カ国からなる。

10）‌�Trans-Pacific Partnership: Trade Ministers’ Report to Leaders, 10 November, 2014. http://www.
sice.oas.org/TPD/TPP/Negotiations/TradeMin_report_Nov14_e.pdf　（2015 年 1 月 17 日
アクセス）
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論するための枠組みについて検討しはじめてきている 11）。他方、単純労働者

については一時入国であっても TPP の議論の対象にはなっていない。専門家

を含む商用関係者については、各国がそれぞれ約束を適用する範囲を検討する

と同時に 12）、TPP 加盟国共通の約束を行うのか、各国独自の約束を行うのか

についても議論が続いているという（2012 年 3 月時点）13）。

4　アジアにおける人の自由移動の枠組み

（1）GATSの限界
　そもそも GATS はグローバル化、さらには経済のサービス化が急速に進む

中で、サービス貿易を阻みうる政府規制に関する国際的約束の必要性から生ま

れた国際レジームである。各国は GATS のサービス貿易の 4 つのモード別に

自由化の約束を行い、その有効性は一定程度認められてきた。しかし、GATS

の限界も指摘されている。人の移動に関連してここでその限界について言及す

るならば、次の 3 点が指摘できる。

　第 1 点は、GATS で最恵国待遇による越境労働移動の自由化が認められて

いるものの、実際のところ GATS 適用の多くは高度人材で、単純労働の提供

者については、GATS のいう「自然人の移動」の対象から排除されがちであ

る。それは、GATS の規定する市場アクセスや内国民待遇などは各国の約束

表に基づいて実行されればよいので、国内経済社会にとっての損益計算から

マイナスであると計算されがちの単純労働提供者については約束の範囲外と

　　　　　　　　　　　　　　

11）‌�但し、医師などの個別の資格、免許を相互承認することについてはまだ議論されてきて
いない。

12）‌�約束を適用する範囲とは、短期商用、投資家、企業内転勤、サービス提供者等のカテゴリー。

13）‌�内閣官房資料「TPP 協定交渉の分野別状況」2012 年 3 月。http://www.cas.go.jp/jp/tpp/
pdf/2012/1/20120329_1.pdf　（2015 年 1 月 20 日アクセス）
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して各国は制限的な法規制を設定することができるためである。また、高度

人材であっても、約束表の範囲によってはかなり規制をかけることが可能で、

越境労働移動の自由化については不安定な部分が少なくない。そもそも国際

的な企業間競争が激化する中で高度人材確保は不可欠となっているが、結局

のところ、人の越境に伴う出入国管理政策など、国家個別の法規制によって

いまだ海外からの労働人材の招聘に困難が伴っているのが現状である。この

ことについては各国の経済界から是正すべきであるという指摘がたびたびさ

れてきた。

　第 2 点目は、第 4 モードの役務提供者の範囲についてである。GATS に添

付されている「この協定に基づきサービスを提供する自然人の移動に関する附

属書」（以下、同附属書）によれば、雇用市場への参入を求める自然人に影響

を及ぼす措置や永続的な市民権、居住、雇用に関する措置は、GATS の対象

外である。同附属書第 2 段落には、「この協定は、加盟国の雇用市場への進出

を求める自然人に影響を及ぼす措置及び永続的な市民権、居住又は雇用に関す

る措置については、適用しない。」とある。越境移動の自由化を保証しつつも、

ヒトの移動には事前に雇用契約を結んでおく必要があり、GATS の定めるサー

ビス提供者の入国と滞在は永続的ではなく一時的でなければならないのである

（植田　2008）。もちろん「一時的」入国、「一時的」滞在がどのくらいの期間

を指すかについては、GATS において定義はない 14）。

　第 3 点目は、GATS のいうサービス貿易の範囲には曖昧さが残されている

部分があり、経済実態上、GATS のカバーするサービス提供者にあたるかど

うか判然としないケースが残っていることが指摘される。確かに WTO のサー

ビス貿易分類リストで対象となるサービスは、ビジネス、通信、建設、流通、

教育、環境、金融、健康福祉、観光、娯楽、輸送、その他の 12 の領域に分類

　　　　　　　　　　　　　　

14）‌�WTO において、実際の加盟国の約束では、商用訪問者は 90 日以内、企業内転勤者など
は 2─5 年程度の滞在を認めているケースが多いという（植田　2008）。
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され、それぞれの領域の中でさらに細分化されている 15）。しかし、たとえば

化粧品製造業に従事するとして雇用されつつ、現場では化粧品の香りの強さを

判定するような仕事に従事する場合、GATS のサービス提供者として分類さ

れるのか。GATS 第 4 モードで自然人の移動によるサービス提供が規定され

ても、サービス貿易とはサービス提供を目的とする越境移動に限定され、産業

分類や職業分類の境界線上の問題はそのままにされているのが現状である（東

條　2007）。

（2）ASEANの現状
　ASEAN では 1995 年 12 月、ASEAN サービスに関する枠組み協定が締結さ

れた。これは、GATS の下で ASEAN メンバーがサービス貿易をより積極的

に進展させるために設けられた取り決めである 16）。すでに ASEAN では 1990

年代前半に ASEAN 自由貿易地域（以下、AFTA）を進めていくことについ

て合意されていたが、1995 年に WTO が発足して GATS もスタートしたこと

は大きかった。さらに 1997 年にアジア金融危機が勃発したことによってアジ

アの経済自由化促進、および経済的結びつきを強める必要性を ASEAN 各国

に認識させるとともに、1997 年 12 月に発表されたビジョン 2020 とその具体

化として 1998 年 12 月に公表されたハノイ行動計画によって ASEAN はサー

ビス貿易自由化にも本格的に乗り出すこととなった 17）。

　　　　　　　　　　　　　　

15）‌�ビジネス・サービスとして分類されている業種は、たとえば、法律や会計のような専門
サービス、コンピュータ・サービス、研究開発などが含まれている。サービス貿易の分
類については、MTN.GNS/W/120, 10 July 1991 参照。

16）‌�Protocol to Implement the Second Package of Commitments Under the ASEAN 
Framework Agreement on Service

17）‌�もちろん、ASEAN諸国の中でも自由化や経済統合に対する温度差は大きく、特にアジア
金融危機後、シンガポールが貿易自由化やAFTAの促進に積極的になったのに対し、イ
ンドネシアやマレーシアなどは、国内経済社会の立て直しで手一杯の状態であったという。
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　鈴木早苗は、国際移動者に関する ASEAN 協力について、熟練労働者、非

熟練労働者、人身売買の 3 つの形態に分けて分析し、どれも協力の初期段階に

あると説明する。鈴木によれば、ASEAN ではサービス貿易向上の必要性から

越境労働移動の自由化に前向きにならざるを得ず、そのための合意や協定を積

み重ねているものの、ASEAN の持つ性格によって実効性の確保は難しい状態

であるという。熟練労働者と非熟練労働者の越境移動に関する ASEAN 協力

について先行研究に基づいて確認しておこう。

　ASEAN は、2015 年までに ASEAN 経済共同体を創設するとし、その 1 つ

の要素である「単一市場と生産拠点」は特に ASEAN 経済共同体の中でも重

点項目である。単一市場と生産拠点のうち、具体的な措置を多く盛り込んで

いる物品の自由移動と並んで注視されているサービスの自由移動は、今日のグ

ローバルな取引の実態に鑑みても必要不可欠であることは間違いない。しかし

サービス貿易の形態のうち、ASEAN 諸国は第 3 モード（商業拠点）と第 4 モー

ド（労働移動）の開放には消極的で、第 4 モードの人の移動については、各国

の産業構造や労働環境を脅かしかねないとの危惧から非熟練労働者を排除し、

熟練労働者に限って認めてきている（助川　2011：93-95）18）。熟練労働者に限

定しているとはいってもそれは無制限ではなく、熟練労働者の自由移動を促進

するにあたり、専門職の資格の相互承認が合意されなければならない 19）。現

在までに、エンジニア、看護師、建築士、測量技師、会計士、医師、歯科医師

の 7 つの職業に関する国家資格の相互認証枠組み協定が締結されている。但し、

　　　　　　　　　　　　　　

18）‌�2007 年 1 月にフィリピン・セブで開かれた第 12 回 ASEAN 首脳会議で、首脳たちは、
2015 年の ASEAN 経済共同体創設で目標とする自由化の項目として、明確に熟練労働者
の越境移動で合意している。

19）‌�ASEAN Framework Agreement on Mutual Recognition Arrangements http://www.
asean.org/communities/asean-economic-community/item/asean-framework-agreement-
on-mutual-recognition-arrangements-2　（2015 年 1 月 15 日アクセス）
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2008 年に公開された ASEAN 経済共同体ブループリントによれば、熟練労働

者の越境移動を活発化させるために、査証や労働許可証の発行を促進するとと

もに、ASEAN としての調和と標準化を促すこととしているものの（ASEAN 

2008：15）、ASEAN 各国での実施を確実にするような措置を含めているわけ

ではなく、結局のところ相互認証が合意された特定の職業についても、承認す

るか否かは各国の裁量に任されているためなかなか進展していない（助川　

2011：95、鈴木　2012：7）。

　非熟練労働者についてはさらに、ASEAN 域内でのサービス提供のための越

境移動はかなり厳しい状態にある。熟練労働者については形骸化しているとは

言え、国際労働移動を促進するという合意はある。それに比べると非熟練労働

者については、むしろ不法移民や不法滞在者のコントロールという観点から、

ASEAN としてどう協調行動をとっていくかに重点が置かれ、サービス貿易の

促進という意図はほとんど見えない。

　2007 年 1 月の第 12 回 ASEAN 首脳会議で、「移民労働者の権利の保護と促

進に関する ASEAN 宣言」が採択され、7 月マニラで開催された ASEAN 外

相会議で同宣言を実行するための委員会が確立された。宣言では、移民労働

者の受け入れ国と送り出し国の双方が移民労働者の人権や厚生に配慮するこ

とを求め、移民労働者への差別や虐待、搾取については法的に保護すること

を受け入れ国の義務としている。また、送り出し国にも法律に則った斡旋な

ど義務的事項を課している。ASEAN 外相会議が設置した委員会にはこれらの

義務を実行に移し、移民労働者の権利の保護と促進に関する ASEAN 宣言を

拘束力のあるものへとするための一歩を創り出すことが期待されたはずだっ

た。しかし、移民労働者の権利に関する合意の履行については ASEAN 各国

の自主性に任せられているばかりか、移民労働者の権利に関する議論はサー

ビス貿易の自由化促進とパラレルに進められているものではないため、国際

労働移動の自由化にはつながっていない。熟練労働者にしろ、非熟練労働者

にしろ、ASEAN が原則としてきた自主性、非拘束性、内政不干渉により、経
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済実務が求めるような人の移動の自由化は進んできていない現実がある。

5　TPP交渉の行方

　APEC でもグローバル・サプライ・チェーンの構築とサービス貿易の活発

化の中で、経済共同体とまでは言えないが、継ぎ目のない地域経済を目指す動

きが散見されるようになった。2009 年 11 月、シンガポールで開かれた APEC

非公式首脳会議での 1 つの焦点は地域の連結性強化であり、APEC 貿易投資委

員会サービス・グループで策定された APEC 越境サービス原則と APEC サー

ビス行動計画が非公式首脳会議で承認された 20）。APEC においてサービス貿

易の拡大、ならびにビジネス関係者の入国や一時滞在の円滑化については一

定の合意がある。2013 年 10 月、インドネシア・バリでの APEC 非公式首脳会

議で公表された、APEC 首脳宣言附属書 A「APEC 連結性に関する枠組み」、

「APEC 連結性に関する枠組み」を受けて 2014 年に策定された「APEC 連結性

ブループリント」では、人と人との連結性についても言及され、「継ぎ目のな

い人々の流れを支援するための共同の努力が必要である」という共通の認識を

示している 21）。

　しかしながら現在 APEC では、法的拘束力の欠如やコンセンサスの原則

により経済自由化を確実に進めることが難しいため、APEC で合意してき

たアジア太平洋地域自由貿易圏（FTAAP）の実現について、APEC はイン

　　　　　　　　　　　　　　

20）‌�2009 Leaders’ Declaration：Singapore Declaration - Sustaining Growth, Connecting the Region 
http://www.apec.org/Meeting-Papers/Leaders-Declarations/2009/2009_aelm.aspx　（2015
年 1 月 15 日アクセス）

21）‌�Annex D - APEC Connectivity Blueprint for 2015-2025　http://www.apec.org/Meeting-
Papers/Leaders-Declarations/2014/2014_aelm/2014_aelm_annexd.aspx （2015 年 1 月 15
日アクセス）
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キュベータの役割にすぎないというのが政府間の合意である 22）。すなわち、

経済自由化、自由貿易圏を確立するためには APEC ではなく、APEC 以外

の地域協定、特に TPP を先駆的枠組みとしていくこととしている。そのた

め、サービス貿易の拡大や深化あるいは人の越境移動について APEC でい

くら合意しても、TPP 等の地域経済協定で展開しなければ現実化すること

は難しい。

　結果、アジア太平洋地域でのサービス貿易の自由化、さらに人の自由移動

は TPP に頼らざるを得なくなるが、上述のとおり TPP では単純労働者の越

境移動は対象となっていない。特にアメリカでは NAFTA の経験から自由貿

易協定に伴う単純労働者と移民の問題は、論争性の高い分野であり、アメリ

カが TPP でイニシアティブをとる限り、いくらサービスの自由化といえ単純

労働者の国際自由移動を認めるような方向に梶を切るのは難しい。一方、専

門的なサービス提供者の越境移動については、TPP で自由化を進める余地が

残されている。TPP において専門的サービス提供者の越境移動については、

高度人材の不足分を解消するとともに、企業活動の国際化の流れや高付加価

値を生み出す産業発展等の観点から日本を含め国家政府としても積極的姿勢

をとる（法務省　2004）。専門的な資格を持っているのに国境を越えて専門業

務に携われないのは、専門家本人にとっても企業にとっても機会を逸するこ

とになるという論拠も国家政府の専門的サービス移動者の自由移動推進を後

押ししている（経済産業省　2008）。しかし日本医師会が医療教育水準の違い

ゆえ、外国人医師の受け入れを解禁すると医療サービスの質の低下を招くな

どの理由から TPP に反対しているように、国内の専門家団体からの反対運

　　　　　　　　　　　　　　

22）‌�2011年 11月にハワイで開かれたAPEC年次会議のころから、通商政策のインキュベータ
（孵化器）としてのAPECという位置づけがされてきている。http://iipdigital.usembassy.
gov/st/english/article/2011/10/20111028165504elrem0.3737451.html#axzz3QHHYLQbj　

（2015年 1月 31日アクセス）
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動は著しい 23）。2012 年 3 月に発効した米韓 FTA で、サービス貿易の自由化

として、建築家、エンジニア、獣医師といった専門的サービス提供者のライ

センス供与と相互認証に関して相互に許容できる基準を作成するとしたこと

も、TPP でのサービス貿易の自由化を懸念する一因となっている 24）。

　サービスを提供する専門家の越境移動に関して異論を唱える根拠は様々だが、

送り出し国サイドからは頭脳流出、受け入れ国サイドからは国内規制改革によ

る影響や市場競争の結果としての損失がたびたび指摘される。受け入れ国サイ

ドの反対の根拠の詳細を見てみると、市場競争の結果として国内の専門家労働

市場が脅かされる危険性、サービス消費者の受けるサービスの質の低下や高額

負担がもたらされる可能性というものがほとんどだ。しかし、専門的サービス

提供者は彼らが個々に持つ技術や知識を提供したり売買したりするのであり、

本来個々のサービス提供者はそれぞれに個性があり異質性が高いはずである。

同種の専門人材であっても、人によって持つ技術や知識は違うのだから、単純

に労働市場が奪われることにはならないし、消費者も様々なレベルや種類のサー

ビスを選択し、そのサービスに応じて支払いをするということになる。同質サー

ビスの量的流入ではなく、質的に差別されたサービスの流入ということが認識

されなければならない。大量生産を前提とした物品の自由化とは市場取引の観

点が違ってくる。経済のサービス化の時代の中で、受け入れ国社会から出され

る反対意見は、専門的サービス提供者を労働集約的存在として見なしているふ

しがある。国家政府でさえ、少子高齢社会での専門的サービス提供者の需要増

大に対して受け入れる外国人の専門人材を労働市場の調整と説明することがあ

　　　　　　　　　　　　　　

23）‌�日本医師会はまた、TPP で専門家の自由移動を認めた場合、高い報酬を求めて優秀な日
本人医師が海外流出する可能性があることも指摘している。http://dl.med.or.jp/dl-med/
nichikara/tpp/TPP_20111130_PPT.pdf（2015 年 1 月 30 日アクセス）

24）‌�EUではEC指令によって資格の相互認証を個別に定めてきた。その後2002年､ 欧州委員
会は個別に規定された指令を統一し、医師、建築士、看護師、エンジニア､ 会計士、税理
士等について、より自動的かつ柔軟な相互認証制度を目指した新指令の制定を提案した。
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る。サービス提供者と一口に言っても、労働集約的な単純労働者は同質的な労

力を売って金銭を得る一方、専門人材は相互に異質性が高く専門性を売って金

銭を得ているのである。工程間分業社会での知識集約型サービス提供者の介入

拡大とともにサービス市場化が広がっているという現実から、いかにTPPで専

門的サービス提供者の越境労働を実現させていくか、また国内規制を改革して

いくかというのが今後のTPPでの課題となろう。専門的サービス提供者の自由

移動を実現するならば、一義的にはTPP各国の実情を反映して専門家資格の相

互認証を個別に設定することが求められるだろうが、設定される個々のルール

の相違によって錯綜状態になり、かえってサービス提供者の越境に障害となり

かねない。経済界やサービス提供者の立場に立てば資格の単一認証を行ってい

くことも選択肢の1つとなろう。但し先進国と途上国が混在するTPPで、資格

の単一認証制度を構築するのは容易でなく、エンジニアの単一的な国際認証制

度（ワシントン・アコード）でイニシアティブをとってきたアメリカがどのよ

うに動くのか、そして日本等アジア諸国がどう反応するのかが鍵となってくる。

　WTO では、サービス貿易のいっそうの自由化に向けて GATS を進化させる

形を想定したサービス貿易新協定（Trade in Service Agreement、以下 TiSA）

に関する議論が 2013 年初頭から 23 の国と地域の間で展開されてきている 25）。

TiSA の目的は、いかにサービスの自由化を徹底させるかということにある。

GATS 締結以降、技術革新などによりサービスそのものとそれを取り巻く環境

が変化してきている実態に鑑み、貿易のルールや原則をどのように現代の実情

に沿って改善していくかという話が進められているという 26）。アメリカのサー

ビス業界は、参加国が限定されたメンバーで行う TPP でのサービス貿易交渉

よりも、サービス貿易のルールを最新の情勢を反映させて行おうとする TiSA

　　　　　　　　　　　　　　
25）‌�International Centre for Trade and Sustainable Development http://www.ictsd.org/

downloads/2014/04/tisa_background1.pdf　（2015 年 1 月 31 日アクセス）
26）‌�TISA は TPP と同様、交渉内容が非公開になっているため、本稿での情報は政府が公表

している事項にとどまる。
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により期待をかけている 27）。政府の通商交渉に対してロビー活動を行ってい

る業界団体からは、TPP でサービス貿易自由化交渉の一部がうまくいかない

場合、TiSA でカバーしていくことになるという主張も出てきている 28）。

　WTO の傘下で進められている TiSA でサービス貿易自由化のルールづく

りが先んじることになれば、TPP もそれに従わざるを得なくなる。そもそも

TPP におけるサービスの自由化をめぐっては、現在のところ市民の安全安心

を妨げるとして日本のみならず他の TPP メンバー国内においても所々で批判

されているところである。TPP でのサービス自由化の徹底を批判する社会諸

勢力の意見に基づき、安全安心を重視して徹底した自由化を阻止するつもりな

らば、自由化が経済厚生を拡大させるという議論を凌駕する材料を用意しなけ

ればならない。他方、現代において経済自由化が倫理的正統性を得ているとは

いえ、経済のサービス化の時代以前につくられた理論を根拠にしたサービス自

由化の徹底が果たして市民感覚に沿うことができるものと言えるのかについて

説得的な議論を TPP そして、TiSA で行っていかなければならない。いずれ

にせよボールはアジア諸国に、とりわけ日本に投げられている。
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